










○過去から収支低水準になっていない理由・背景（取組等）

   行政経常収支率は平成25年度以降、診断基準である10.0％を上回って推移しており、収支低水準となっていない。
   歳入面においては、平成30年度の人口一人当たり地方税が類似団体・愛知県内団体と比較して優位している。このうち
法人住民税は、三河港臨海工業地帯の大規模製造業による税収を主因に優位している。また、個人住民税は、臨海部企
業の雇用者給与所得水準が高いほか、就業人口の3割超が第一次産業に従事し、農業所得を得ている高齢者も多いこと
から、優位している。さらに、固定資産税は大規模製造業の償却資産を中心に土地や家屋についても優位している。
   一方、歳出面においては、平成30年度の人口一人当たり行政経常支出が類似団体平均と同水準にある中、扶助費に
ついては優位している。この背景として、農業及び漁業の資源が豊富で自立自活可能な環境が整っており、生活保護費
が抑制されていることが挙げられる。

   なお、行政経常収入に占める法人住民税の割合が高く(令和元年度は15.6％、全国6位、愛知県内2位)、法人住民税の
動向が行政経常収支に与える影響が大きい。過去の法人住民税の推移を見ると、下表のとおり、リーマン・ショックの影
響を受けた平成21年度以降に急減したが、平成26年度以降は回復に転じている。ただし、令和元年度は37.8億円と平成
20年度の75.7億円の約5割の水準に留まっている。

○平成30年度の人口一人当たり行政経常収支の比較（単位：千円）

○行政経常収支の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:百万円）

〇リーマン・ショックの前後における各項目の推移　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：億円）

【収支系統】

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

行政経常収入 23,971 28,755 28,002 26,284 24,071 26,417 24,294

行政経常支出 18,613 19,003 19,930 20,431 20,981 20,754 20,794

行政経常収支 5,358 9,752 8,072 5,853 3,090 5,663 3,500

行政経常収支率 22.3% 33.9% 28.8% 22.2% 12.8% 21.4% 14.4%
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